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６ 持続可能な公共交通ネットワークの構築について 

（国土交通省関係） 

要望内容 

持続可能な公共交通体系を構築するために必要な財政支援等 

 

（要 旨） 

本市では、少子化・高齢化、人口減少など社会経済情勢の急速な変化に対

応するため、近隣市町と互いに協調しながら自律的・持続的に発展すること

を目指す「２００万人広島都市圏構想」の実現に向けて取り組んでいます。 

こうした広域的な経済圏内でヒト・モノが活発に循環し続けるためには、

それらの移動を容易にするための手段が不可欠であり、公共交通ネットワー

クを最大限活用する必要があります。国においても、地域の関係者の連携・

協働＝「共創」を通じ、利便性・持続可能性・生産性の高い地域公共交通ネ

ットワークへの再構築が進むよう、地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律等の改正が行われたところです。 

こうしたことから、本市では、地域、交通事業者、関係自治体が一体とな

り、「競争」から「協調」へと舵を切り、これまで事業者任せとなっていた

鉄道やバス等の公共交通を道路と同様に社会インフラと捉えた上で、その再

構築のモデルケースとなるべく、まずは極めて厳しい状況にあるバス事業に

ついて、「共創による共同運営システムの構築」に取り組んでいます。 

この取組の成否は、本市が目指す新たな公共交通体系の構築の試金石にな

るものであることから、こうした地域と事業者が一体となった取組への後押

しとして、法改正の主旨に沿った新たな支援制度の創出、既存制度の拡充、

財政支援等について、格別の御配慮をお願いいたします。
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（参 考） 

共創による乗合バス事業の共同運営システム（広島モデル）の構築について 

「事業者間の共創」と「官民の共創」を軸に、持続可能で利便性の高い広

島ならではの乗合バス事業への再構築を図るため、官民それぞれの強みを的

確に組み合わせて全体最適化を図る新たな連携体制として「乗合バス事業の

共同運営システム」を構築する。  

  

１ 共同運営システムのイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の取組 

  「乗合バス事業の共同運営システム」の実現には国からの支援が肝要と

なるため、官と民の共創の取組が確実に実施できるよう、制度改正や新た

な支援制度の創設などを要請し、国の支援策の見通しを得た上で、早けれ

ば令和６年度からの事業化を目指して検討を進める。

広島市地域公共交通活性化協議会
(バス事業分科会を新設)

バス事業者

協調・共創プラットフォーム（仮）
<バス事業者と市による組織体>

現有

車両

サービス・マネジメント
の協調・共創基盤整備・管理

○共同運行計画・路線再編

計画の立案
○利便性向上策・利用促進
策の検討

○業務改善計画の策定

運行

対価負担
基盤サービスの提供

PDCA

サイクル

運
行
計
画
を
提
案
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意見

国
・県
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運 行 費 補 助

「サービス水準」の維持に必

要な経費を補助

車両維持管理費補助

現有車両の維持管理費の

一部を補助（国
の
新
た
な
支
援
制
度
な
ど
も
活
用

）

基盤サービス補助

基盤サービス提供の対価と

しての事業者負担を軽減

整備・購入費補助

●新規車両購入費の一部を

補助

●共同使用する施設の一部
を市が整備

システム運用費補助

システム運用費の一部を

補助

新規車両

（EVバス等）

バス停等共通

使用する施設

PDCA

サイクル

運行状況・

取組状況
等を定期
的に報告

○まちづくりの観点からのサービス水準の検討

○運行計画の承認
○運行状況・取組状況等の評価

市

システム
（乗降データ等を共有）

運行計画を承認
（複数年の運行継続を要請）

データの活用

評 価 ・ 検 討 等


